
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　既設の家屋本体部、この家屋本体部の外壁と間隔 を隔て

屋根を有して建て増しされる増築部、及び前
記家屋本体部の外壁と増築部の屋根との間の前記間隔を雨仕舞いして閉じる連結金物から
なるとともに、該連結金物は、

家屋本体部の外壁と増築部の屋根との間の少なくとも近離方向の変動を
スライドによって吸収するずれ吸収部を

ことを特徴とする請求項１記載の家屋の構造。
【請求項２】
　前記
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Ｇａ 、かつ屋根葺き材を野地板
との間で狭持する屋根葺き材押え板を有する

前記屋根葺き材押え板に固定される第１の連結カバーと、
前記家屋本体部の外壁に固定される第２の連結カバーとからなり、
　前記第２の連結カバーは、前記家屋本体部の外壁に固定される第２の固定片と、この第
２の固定片に連なりかつ前記間隔Ｇａを横切るとともに前記屋根葺き材押え板を軒先側に
越えて前記屋根に沿ってのびる第２の基片と、その前端でこの第２の基片とは空隙を隔て
て下方に折り返す第２の折返し片とを具え、
　かつ前記第１の連結カバーは、前記屋根葺き材押え板に固定される第１の固定片と、こ
の第１の固定片に連なりかつ前記第２の連結カバーの前記空隙内にスライド可能に挿入さ
れることにより、

形成する第１の基片とを具え、
　しかも、第２の基片は、主部と、この主部の前端に、下方に折れ曲がる段差部を介して
連なる延出部とを具えるとともに、屋根葺き材押え板の該軒先側端面と前記段差部との間
に、空所部を形成した

空所部の屋根勾配に沿う距離Ｌ１と、前記第１の基辺と第２の折返し片との重なり



ことを特徴とする請求項１記載の家屋の構造。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、既設の家屋本体部に、増築部を建て増しする際の構造計算、強度計算などを簡
略化でき、しかも家屋本体部への補強を不要とするとともに自由度の高い増築を行いうる
家屋の構造に関する。
【０００２】
【従来の技術、及び発明が解決しようとする課題】
既設の家屋本体部に、増築部を建て増しする際、従来においては、家屋本体部の架構体（
柱、梁など）と、増築部の架構体とを連結した構造が一般に採用されている。
【０００３】
しかしこのものは、荷重や外力が相互に影響し合うため、増築時の構造計算、強度計算な
どが非常に複雑となり、又場合によっては、家屋本体部に補強を施すことも必要になる。
又架構体同士を連結するためには、家屋本体部に合った工法の増築部を採用しなければな
らず、例えば、家屋本体部がパネル工法の場合には、ラーメン工法や軸組工法の増築部を
形成することができないなど、増築の自由度が著しく制限されるものであった。
【０００４】
そこで、本発明者は、家屋本体部の架構体と増築部の架構体とを連結させずに、互いに独
立させた構造とすることを提案した。しかし係る場合には、例えば地震時等において、家
屋本体部と増築部とが個別に変動（揺れを含む）して衝突し合うなど、破損を招く恐れが
ある。
【０００５】
従って、前記独立構造とするためには、家屋本体部と増築部との間に所定の間隔を設け、
変動による衝突を阻止することが必要である。又このとき、前記増築部が部分平屋状の場
合には、少なくとも、前記家屋本体部の外壁と増築部の屋根との間の間隔を、連結金物を
用いて雨仕舞いして閉じるとともに、この連結金物に、前記変動をスライドによって吸収
するずれ吸収部を形成し、前記変動後もこの連結金物自体が変形することなく見映え良く
維持されることも必要となる。
【０００６】
そこで本発明は、家屋本体部に対して間隔を有して増築部を建て増しする一方、前記家屋
本体部の外壁と増築部の屋根との間の間隔を雨仕舞いする連結金物に、前記外壁と屋根と
の間の少なくとも近離方向の変動をスライドによって吸収するずれ吸収部を形成すること
を基本として、増築時の構造計算、強度計算などを簡略化でき、しかも家屋本体部への補
強を不要としかつ自由度の高い増築を行いうるとともに、地震等に伴う家屋本体部、増築
部、及び連結金物の損傷、変形、並びに前記間隔からの雨水等の侵入を防止しうる家屋の
構造の提供を目的としている。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
　前記目的を達成するために、本願請求項１の発明は、既設の家屋本体部、この家屋本体
部の外壁と間隔 を隔て

屋根を有して建て増しされる増築部、及び前記家屋本体部の外壁と増築部の屋根
との間の前記間隔を雨仕舞いして閉じる連結金物からなるとともに、該連結金物は、
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巾Ｌ２と、前記第１の基片の前端と第２の基片の前端との間の距離Ｌ３とは、前記間隔Ｇ
ａと略等しく形成される

Ｇａ 、かつ屋根葺き材を野地板との間で狭持する屋根葺き材押え板
を有する

前記
屋根葺き材押え板に固定される第１の連結カバーと、前記家屋本体部の外壁に固定される
第２の連結カバーとからなり、
　前記第２の連結カバーは、前記家屋本体部の外壁に固定される第２の固定片と、この第
２の固定片に連なりかつ前記間隔Ｇａを横切るとともに前記屋根葺き材押え板を軒先側に
越えて前記屋根に沿ってのびる第２の基片と、その前端でこの第２の基片とは空隙を隔て
て下方に折り返す第２の折返し片とを具え、



家屋本体部の外壁と増築部の屋根との間の少なくとも近離方向の変動を
スライドによって吸収するずれ吸収部を

ことを特徴としている。
【０００８】
　又請求項２の発明では、前記

ことを特徴としている。
【００１０】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施の一形態を、図示例とともに説明する。
図１は、本発明の家屋の構造を概念的に示す側面図であり、図２はその主要部を示す断面
図である。
【００１１】
図１において、家屋１の構造は、既設の家屋本体部２、この家屋本体部２の外壁３とは間
隔Ｇａを隔てる屋根４を有して建て増しされる増築部５、及び前記間隔Ｇａを雨仕舞いし
て閉じる連結金物６を含んで形成される。
【００１２】
ここで、前記家屋本体部２は、基礎Ｆ１上に構築された複数階建ての家屋であって、本例
ではパネル工法によって形成された２階建て家屋の場合を例示している。又該家屋本体部
２は、その架構体（図示しない）に支持される外壁パネルＰ１によって前記外壁３を形成
している。この外壁パネルＰ１は、周知の如く、枠組体の外面及び内面に、外装材及び内
装材を夫々添着した構造をなし、増築時、前記外装材及び内装材に加工を施すことにより
、家屋本体部２と増築部５との間の出入り口が形成される。
【００１３】
又前記増築部５は、前記基礎Ｆ１と一体に増設され増築用基礎Ｆ２上に構築される本例で
は１階建ての家屋であって、前記家屋本体部２とは独立して形成される。従って、荷重や
外力が相互に影響するのを防止でき、増築時の構造計算や強度計算などを簡略化しうると
ともに、家屋本体部２への補強を不要としうる。しかも、増築部５として、家屋本体部２
の工法に影響されることなく、本例ではラーメン工法や軸組工法などを自在に採用でき、
増築の自由度を大巾に拡大することができる。
【００１４】
さらに、前記増築部５は、家屋本体部２から間隔Ｇを隔てることにより、地震等に伴う変
動によって、増築部５と家屋本体部２とが相互に衝突して破損するのを防止できる。ここ
で、建築物の層間変形角は、一般に木造の場合１／１５０以下、鉄骨造の場合１／２００
以下であり、従って、高さ３０００ mm、層間変形角１／２００と想定したときには、間隔
Ｇを３０ mm以上確保することにより、前記破損を防止できる。本例では、家屋本体部２の
外壁３と増築部５の屋根４との間隔Ｇａを約４０ mmに設定している。
【００１５】
そして、本実施形態では、図２に示すように、家屋本体部２の外壁３と増築部５の屋根４
との間の前記間隔Ｇａを、この外壁３と屋根４との間の少なくとも近離方向の変動をスラ
イドによって吸収しうるずれ吸収部９を有する連結金物６を用いて雨仕舞いしている。こ
れによって、近離方向の変動が生じた際にも、連結金物６自体の変形、破損を防止でき、
又変動後の見映えの維持、および雨仕舞い機能の維持が図られる。
【００１６】
なお前記屋根４は、本例では、片流れの傾斜屋根であって、増築部５の母屋材（図示しな
い）に、垂木１３を介して野地板１４及び屋根葺き材１５を順次添設することによって形
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　かつ前記第１の連結カバーは、前記屋根葺き材押え板に固定される第１の固定片と、こ
の第１の固定片に連なりかつ前記第２の連結カバーの前記空隙内にスライド可能に挿入さ
れることにより、

形成する第１の基片とを具え、
　しかも、第２の基片は、主部と、この主部の前端に、下方に折れ曲がる段差部を介して
連なる延出部とを具えるとともに、屋根葺き材押え板の該軒先側端面と前記段差部との間
に、空所部を形成した

空所部の屋根勾配に沿う距離Ｌ１と、前記第１の基辺と第
２の折返し片との重なり巾Ｌ２と、前記第１の基片の前端と第２の基片の前端との間の距
離Ｌ３とは、前記間隔Ｇａと略等しく形成される



成される。なお屋根４の家屋本体部側の端縁には、前記屋根葺き材１５を野地板１４との
間で狭持する所謂雨押さえ板である屋根葺き材押え板１２が設けられている。
【００１７】
次に、前記連結金物６は、例えば厚さ０．４ mm程度の薄い鋼板材からなり、本例では、前
記屋根葺き材押え板１２に固定される第１の連結カバー１０と、前記家屋本体部２の外壁
３に固定される第２の連結カバー１１とから形成されるものを例示している。
【００１８】
前記第２の連結カバー１１は、前記外壁３に固定される第２の固定片１６と、この第２の
固定片１６に連なりかつ前記間隔Ｇａを横切るとともに前記屋根葺き材押え板１２を軒先
側に越えて前記屋根４に沿ってのびる第２の基片１７と、その前端でこの第２の基片１７
とは空隙Ｄ１を隔てて下方に折り返される第２の折返し片１８とを具える。
【００１９】
なお前記第２の固定片１６は、その上端縁が水切り材２０によって水密に被覆保護される
。
【００２０】
又前記第２の基片１７は、図３に拡大して示すように、前記第２の固定片１６の下端縁で
折れ曲がりかつ前記間隔Ｇａを横切るとともに前記屋根葺き材押え板１２の上面に沿って
軒先側にのびる主部１７Ａと、この主部１７Ａの前端（軒先側端）に、下方に折れ曲がる
段差部１７Ｂを介して連なり前記屋根葺き材１５の上面に沿って軒先側に延出する延出部
１７Ｃとを具える。
【００２１】
ここで、前記主部１７Ａは、前記屋根葺き材押え板１２の軒先側端面１２ｅを越えて軒先
側にのび、これによって該軒先側端面１２ｅと段差部１７Ｂとの間に、離間方向の変動に
際して屋根葺き材押え板１２と段差部１７Ｂとの衝合を阻止する空所部Ｈを形成している
。この空所部Ｈの屋根勾配に沿う距離Ｌ１は、前記間隔Ｇａと略等しいか、又は前記間隔
Ｇａより大に設定するのが好ましい。なお本例では、前記主部１７Ａが、その全長に亘り
、屋根勾配に沿って直線状にのび、また前記段差部１７Ｂが、前記主部１７Ａとは直角に
折れ曲がることにより前記軒先側端面１２ｅとは平行をなす場合を例示している。
【００２２】
又前記第２の折返し片１８は、前記延出部１７Ｃの前端（軒先側端）から、この第２の基
片１７とは下方に空隙Ｄ１を隔ててＵ字に折り返される。
【００２３】
次に、前記第１の連結カバー１０は、前記屋根葺き材押え板１２に固定される第１の固定
片２２と、この第１の固定片２２に連なり軒先側にのびる第１の基片２３とを具える。本
例では、前記第１の固定片２２は、前記屋根葺き材押え板１２と屋根葺き材１５との間で
挟まれて固定される。
【００２４】
又前記第１の基片２３は、前記第１の固定片２２の前端（軒先側端）に、小高さで立ち上
がる小段差部を介して連なるとともに、軒先側にのびる前端側部分が前記第２の連結カバ
ー１１の前記空隙Ｄ１内にスライド可能に挿入され、これによって、近離方向の変動を該
スライドによって吸収する前記ずれ吸収部９を形成している。なお前記小段差部には、前
記屋根葺き材押え板１２と屋根葺き材１５との間を水密にシールする例えばシーラント等
のシール材２４が充填され、雨水の浸入が阻止される。
【００２５】
従って、図４（Ａ）、（Ｂ）に示すように、前記屋根４と外壁３とが接近する向きの変動
（間隔Ｇａが減少）、および離間する向きの変動（間隔Ｇａが増加）が生じる場合、前記
第１の基片２３が空隙Ｄ１内でスライド移動し、前記第１の基片２３と第２の折返し片１
８との重なり巾Ｌ２が変化することにより前記変動を吸収できる。
【００２６】
このとき、屋根葺き材押え板１２との間に前記空所部Ｈが形成されているため、前記変動
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に際しての連結金物６自体の変形を避けることができ、変動後においても家屋の見映えを
維持しうる。また前記空隙Ｄ１の開口部分Ｊ（図３に示す）が前記第１、第２の基片２３
、１７で被覆保護されていること、および前記空隙Ｄ１で、前記第１、第２の基片２３、
１７と第２の折返し片１８とが近接して重なり合っていること等により、変動の前後にお
いて、雨水等が前記開口部分Ｊから内部に進入するのを防止でき、優れた雨仕舞い効果を
達成しうる。
【００２７】
なお雨水等が前記開口部分Ｊから毛細管現象によって進入することがあるが、かかる場合
にも、この毛細管現象を前記空所部Ｈで途切れさせることができ、この空所部Ｈから奥へ
の進入を阻止しうる。
【００２８】
ここで、図５に略示する如く、前記第１の基片２３の前端と第２の基片１７の前端との間
の距離をＬ３、前記第２の折返し片１８の後端と前記第１の基片２３の後端との距離をＬ
４としたとき、前記距離Ｌ１、Ｌ３、Ｌ４および前記重なり巾Ｌ２を、夫々前記間隔Ｇａ
と略等しいか、又は前記間隔Ｇａより大に設定するのが好ましい。これによって、予想さ
れる最大の変動にも充分対応しうる。なお本例では、Ｌ１≒Ｌ２≒Ｌ３≒Ｌ４≒Ｇａとし
た場合を例示している。
【００２９】
なお図２中の図号２５は、前記間隔Ｇａを横切るとともに、一端が例えば野地板１４と屋
根葺き材１５との間で狭持され、かつ他端が例えば固定片１６と外壁３との間で狭持され
るゴムシート材又は軟質樹脂シート材等からなる柔軟な防水シートであって、前記間隔Ｇ
ａの雨仕舞いをさらに確実なものとしている。
【００３０】
次に図６に、前記連結金物６の他の実施例を例示する。
図６において、前記第２の連結カバー１１は、第２の基片１７が、段差部１７Ｂを有する
ことなく直線状にのびるとともに、この第２の基片１７の前端に、下方に垂下する垂下部
１７Ｄを介して第２の折返し片１８を形成している。本例では、前記垂下部１７Ｄは、そ
の下端が屋根葺き材１５の上面と近接し、雨水等の進入を阻止するとともに、前記第２の
折返し片１８は、屋根葺き材押え板１２を上方に越えた高さ位置に形成される。
【００３１】
又前記第１の連結カバー１０は、屋根葺き材押え板１２の上面に固定され、その第１の基
片２３が、第２の連結カバーの前記空隙Ｄ１内にスライド可能に挿入される。
【００３２】
このとき、垂下部１７Ｄと屋根葺き材押え板１２の軒先側端面１２ｅとの間には、該垂下
部１７Ｄとの衝合を阻止する空所部Ｈを形成している。なお符号２６は、屋根葺き材押え
板１２を被覆保護する雨押さえ金具であって、本例では第１の連結カバー１０と独立して
形成されるが、一体に形成することもできる。
【００３３】
次に図７に、前記連結金物６のさらに他の実施例を例示する。
図７において、連結金物６は、第１の連結カバー３０と、第２の連結カバー３１と、この
第１、第２の連結カバー３０、３１の間を継ぐ遊動金具３２とから形成される場合を例示
している。
【００３４】
本例では、第２の連結カバー３１は、前記第２の連結カバー１１と略同様、前記外壁３に
固定される第２の固定片（図示しない）と、この第２の固定片に連なりかつ前記間隔Ｇａ
を横切るとともに前記屋根葺き材押え板１２を軒先側に越えて前記屋根４に沿ってのびる
第２の基片３４と、その前先端でこの第２の基片３４とは下方に空隙Ｄ１を隔ててＵ字折
り返される第２の折返し片３５とを具える。
【００３５】
又第１の連結カバー３０も、前記第１の連結カバー１０と略同構成であり、前記屋根葺き
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材押え板１２と屋根葺き材１５との間に狭まれて固定される第１の固定片３６と、この第
１の固定片３６に、例えば小段差部を介して連なり軒先側にのびる第１の基片３７とを具
える。
【００３６】
又前記遊動金具３２は、Ｓ字状の折り曲げ体からなり、前記第２の折返し片３５をスライ
ド可能に挿入する空隙Ｄ２と、前記第１の基片３７をスライド可能に挿入する空隙Ｄ３と
を有することにより前記ずれ吸収部９を形成する。
【００３７】
詳しくは、遊動金具３２は、前記第２の連結カバー３１の前記空隙Ｄ１に挿入される上片
部３２Ａと、この上片部３２Ａの後端から下方にＵ字折り返される中片部３２Ｂと、その
前端から下方にＵ字折り返される下片部３２ＣとからなるＳ字状の折り曲げ体から形成さ
れる。そして、前記上片部３２Ａと中片部３２Ｂとの間、および中片部３２Ｂと下片部３
２Ｃとの間に前記空隙Ｄ２、Ｄ３を夫々形成している。なお遊動金具３２の外れ止めのた
めに、前記第２の折返し片３５の後端および上片部３２Ａの前端に、抜け止め用のフック
状の係止部を形成するとともに、前記第１の基片３７の前端および下片部３２Ｃの後端に
抜け止め用のフック状の係止部を形成している。
【００３８】
かかる場合には、図５の連結金物６の場合に比して、各距離Ｌ２、Ｌ３、Ｌ４を半減させ
ることができ、連結金物６の小型化を達成できる。
【００３９】
以上、本発明の特に好ましい実施形態について詳述したが、本発明は、図示の実施形態に
限定されることなく、種々の態様に変形して実施しうる。
【００４０】
【発明の効果】
叙上の如く本発明は、家屋本体部に対して間隔を有して増築部を建て増しする一方、前記
家屋本体部の外壁と増築部の屋根との間の間隔を雨仕舞いする連結金物に、前記外壁と屋
根との間の少なくとも近離方向の変動をスライドによって吸収するずれ吸収部を形成して
る。
【００４１】
従って、増築の際の構造計算、強度計算などを簡略化でき、しかも家屋本体部への補強を
不要とするとともに、自由度の高い増築を行いうる。しかも、地震等に伴う家屋本体部、
増築部、及び連結金物の損傷、変形、並びに前記間隔からの雨水等の侵入を防止しうる
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の家屋の構造の一実施例を概念的に示す側面図である。
【図２】その主要部を示す断面図である。
【図３】連結金物を拡大して示す断面図である。
【図４】（Ａ）、（Ｂ）は、その作用効果を説明する線図である。
【図５】各距離を説明する線図である。
【図６】連結金物の他の実施例を説明する略断面図である。
【図７】連結金物のさらに他の実施例を説明する略断面図である。
【符号の説明】
２　　　家屋本体部
３　　　外壁
４　　　屋根
５　　　増築部
Ｇａ　　間隔
６　　　連結金物
９　　　ずれ吸収部
１５　　屋根葺き材
１４　　野地板
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１２　　屋根葺き材押え板
１０、３０　　　第１の連結カバー
１１、３１　　　第２の連結カバー
１６、３３　　　第２の固定片
１７、３４　　　第２の基片
Ｄ１、Ｄ２、Ｄ３　　　　空隙
１８、３５　　　第２の折返し片
２２、３６　　　第１の固定片
２３、３７　　　第１の基片
３２　　遊動金具 10

【 図 １ 】 【 図 ２ 】
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】
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